
2025年度　活動予算書
2025年4月1日から2026年3月31日まで

特定非営利活動法人エスペランサ
（単位：円）

科目
Ⅰ 経常収益

１．受取会費
正会員受取会費 10,000
賛助会員受取会費 0
･････････････ 0 10,000

２．受取寄附金
受取寄附金　　 0
･････････････ 0 0

３．受取助成金等
受取民間助成金 0
･････････････ 0 0

４．事業収益
事業収益（放デイ） 7,000,000

５．その他収益
受取利息 0
雑収益 0
･････････････ 0

経常収益計 7,010,000
Ⅱ 経常費用

１．事業費（注1）
人件費
給料手当 8,400,000
法定福利費 1,360,000
退職給付費用 0
福利厚生費 200,000
人件費計 9,960,000
その他経費
販売促進費 315,000
広告宣伝費 90,000
事務用品費 300,000
情報費 300,000
賃借料 2,084,000
保険資産費 660,000
光熱用水費 770,000
自家用車費 550,000
支払手数料 930,000
雑費 600,000
会議費 0
旅費交通費 440,000
減価償却費 320,000
支払利息 0
その他経費計 7,359,000

事業費計 17,319,000
２．管理費（注１）

人件費
役員報酬 0
給料手当 0
法定福利費 0
退職給付費用 0
福利厚生費 0
人件費計 0
その他経費
会議費 0
旅費交通費 0
減価償却費 0
支払利息 0
その他経費計 0

管理費計 0
経常費用計 17,319,000

当期経常増減額 ▲ 10,309,000
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益 0
･････････････ 0

経常外収益計 0
Ⅳ 経常外費用

１．過年度損益修正損 0
･････････････ 0

経常外費用計 0
当期正味財産増減額 ▲ 10,309,000
前期繰越正味財産額（注２） 1,000,000
次期繰越正味財産額 ▲ 9,309,000

※　当該年度はその他の事業の実施を予定していません。（注３）

（注１）人件費とその他経費に分けた上で、支出の形態別に内訳を記載する。
（注２）当初年度活動予算書（前事業年度活動計算書）の「次期繰越正味財産額」と金額が一致すること
　　　　を確認する。
（注３）その他の事業を定款に掲げていない法人はこの脚注は不要。

金額

（１）

（２）

（１）

（２）



2026年度　活動予算書
2026年4月1日から2027年3月31日まで

特定非営利活動法人エスペランサ
（単位：円）

科目
Ⅰ 経常収益

１．受取会費
正会員受取会費 10,000
賛助会員受取会費 0
･････････････ 0 10,000

２．受取寄附金
受取寄附金　　 0
･････････････ 0 0

３．受取助成金等
受取民間助成金 0
･････････････ 0 0

４．事業収益
事業収益（放デイ） 28,080,000

５．その他収益
受取利息 0
雑収益 0
･････････････ 0

経常収益計 28,090,000
Ⅱ 経常費用

１．事業費（注1）
人件費
給料手当 15,300,000
法定福利費 2,040,000
退職給付費用 0
福利厚生費 200,000
人件費計 17,540,000
その他経費
販売促進費 420,000
広告宣伝費 120,000
事務用品費 360,000
情報費 360,000
賃借料 2,580,000
保険資産費 720,000
光熱用水費 840,000
自家用車費 600,000
支払手数料 1,200,000
雑費 600,000
会議費 0
旅費交通費 600,000
減価償却費 350,000
支払利息 0
その他経費計 8,750,000

事業費計 26,290,000
２．管理費（注１）

人件費
役員報酬 0
給料手当 0
法定福利費 0
退職給付費用 0
福利厚生費 0
人件費計 0
その他経費
会議費 0
旅費交通費 0
減価償却費 0
支払利息 0
その他経費計 0

管理費計 0
経常費用計 26,290,000

当期経常増減額 1,800,000
Ⅲ 経常外収益

１．固定資産売却益 0
･････････････ 0

経常外収益計 0
Ⅳ 経常外費用

１．過年度損益修正損 0
･････････････ 0

経常外費用計 0
当期正味財産増減額 1,800,000
前期繰越正味財産額（注２） ▲ 9,309,000
次期繰越正味財産額 ▲ 7,509,000

※　当該年度はその他の事業の実施を予定していません。（注３）

（注１）人件費とその他経費に分けた上で、支出の形態別に内訳を記載する。
（注２）当初年度活動予算書（前事業年度活動計算書）の「次期繰越正味財産額」と金額が一致すること
　　　　を確認する。
（注３）その他の事業を定款に掲げていない法人はこの脚注は不要。

金額

（１）

（２）

（１）

（２）


